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地域包括ケアシステム構築が国の方針として定められ、全国各地で在宅医療介護連携推進

も着々と進捗を遂げるなか、在宅での終末期医療における国民の「看取りの文化・看取りに

対する考え方」もはたして大きく変容を遂げているのか。在宅での看取りが微増するにつれ、

介護者の疲弊も含めた家族の介護力不足から、在宅療養を結果的に断念せざるを得ない事例

も増え、必然的にレスパイトケアの需要も高まる事実もある。死は生の延長に存在すること

から、過剰な医療介入や意義の理解しにくい救急搬送などは避けなければならず、その必要

性は限られるべきである。そこには、医療従事者だけではなく、国民自身の看取りへの成熟

した知識と理解度も求められる。 

地域包括ケアシステムの概念において、患者本人および家族の心構えと十分な納得は今ま

さに求められているのだが、それを達成していくには、しっかりとした国民啓発の場が求め

られる。そして、その啓発を今まで以上に強く推し進めるには、在宅療養を中心に見据えた

研究およびそこからの新知見も必要となる。本研究において、在宅看取りに焦点を合わせた

形で既報論文を確認し、そこに考察を加える。 

 

 

【A. 研究目的】 

◎はじめに 

平成 19 年度に健康保険組合連合により

「在宅医療の在り方に関する調査研究」とし

て、訪問看護ステーションを経由した症例を

中心に調査が実施されている。その結果から、

回答者である在宅医療の患者の約半数は、在

宅で継続的に療養生活を続け、在宅医療を受

け続けたいと希望していた。さらに、患者の

8 割は看取りの場所としても「自宅・親族の

家」を希望していた。病状の急変時にはやは

り入院できる医療機関へという、いわゆる不

安を感じている者も少なくない現状はあった

が、全体的には看取りの場所として「在宅」

という選択肢は非常に大きいものであること

は間違いない。 

現在よりさらに在宅医療の資源が少なく普

及していなかった当時において、在宅医療を

受けているということは、その人々はあえて

在宅医療を自ら選択していたということだと

考えられる。要は、入院しての療養生活を望

まなかったということである。満足度が高か
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ったということは、希望が実現していること

による満足度もあると考えられるが、当該調

査研究報告書においても、実際に在宅医療を

看取りの場所としても希望する人々が7 割い

るという状況を見ると、今後の在宅医療の推

進、さらに在宅医療・介護連携推進によって

在宅医療という選択肢が充実することで、今

後は看取りの場所として医療機関以外の場所

を選択しようとする流れはさらに強くなるも

のと考えられる。言い換えれば、「どこで人生

の最期を看取ってもらえたのか」ということ

が、改めて原点として問われる時代に入って

きた。 

◎在宅での看取り、地域での看取り 

特に在宅医療介護連携推進は、地域包括ケ

アシステムの根幹であり、具体的には住民が

自分の地域に最期まで安心して暮らすことを

可能とする大きな鍵である。一方、看取られ

た場所は、当該地域の在宅医療介護連携推進

の状況に加え、人口構成や家族構成、医療や

介護のリソースの程度、その地域ごとの文化

や風土、環境等、数多くの要素が関わり合っ

て影響する。よって、自治体が在宅医療介護

連携推進を推し進める際の座標軸の一つでも

ある。 

 

【B．方法】 

在宅看取りに焦点を合わせた形で既報論文

を確認し、そこに考察を加える。 

 

【C．結果】 

鈴木らの報告では 1)、「蘇生処置を行わない

（DNAR）意思表示のある終末期がん患者の

臨死時に救急車要請となる理由」を救急救命

士へのインタビューから評価している結果が

報告されている。救急救命士 19 名へのヒアリ

ングから、以下のことが判明した。DNAR 意

思表示のある終末期がん患者が臨死時に救急

車要請となった理由として、①DNAR に関す

る社会的整備が未確立、②救急車の役割に対

する認識不足、③看取りのための医療支援が

不十分、④介護施設での看取り体制が不十分、

⑤救急隊に頼れば何とかなるという認識、⑥

在宅死を避けたい家族の思い、⑦家族の動揺、

これら 7 つが明らかとなった。以上のように、

DNAR意思表示のある終末期がん患者が臨死

時に救急車要請となってしまう要因として、

DNARに対する社会的整備がまだ未確立であ

るという背景もあり、さらに DNAR の意思を

尊重した看取りへの医療支援が不十分である

こと、さらには家族側の要因も指摘された。 

在宅ケアを受けている患者の在宅看取りに

関与する因子についての検討が川越らにより

報告された 2)。在宅療養支援診療所における

後ろ向きコホート研究になるが、終末期のが

ん患者だけではなく、寝たきり状態の非がん

患者に対して訪問診療を行うことにより、患

者の在宅看取りの希望を叶えることができる

可能性が高くなるとの報告がある。訪問診療

の開始時に著しく ADL が低下していると在

宅看取りにつながりやすいという趣旨であり、

多変量解析の結果、持ち合わせている疾患の

分類では「がん（悪性腫瘍）である」こと、

および「患者・家族が在宅看取り自体を望む

こと」、これらの要素が在宅看取りにつながり

やすい因子として示されている。一般に終末

期として判断され、受容されやすい要素の一

つが「著しい ADL の低下」である可能性が示

唆される。 

また、在宅患者において、看取りを希望す

る場所と実際に看取られる場所が一致しない

ことが決して少なくない。石川らの報告によ
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ると 3)、日本で終末期ケアを受けた 258 名の

がん患者（在宅死亡 142 名、病院死亡 116 名）

を対象とした後ろ向き全国横断調査から、「患

者が亡くなることを希望する場所と実際に亡

くなる場所との関係に家族の希望が影響する」

との報告もある。今までの研究も含めた報告

では、看取りに関して、①患者自身の希望と

家族の希望の一致する可能性が高いとは限ら

ない、②患者自身の希望よりも家族の希望が

実際の亡くなる場所に影響する、などが指摘

されている。家族の考えとして、「患者の看取

られる場所を自宅と希望する」ことをより適

切かつ自然な形で選択してもらうと、結果的

に在宅死につながるとも言え、より適切なタ

ーミナルケアの施策案も求められる。 

海外における在宅看取りに関する質的研究

のなかで、総合診療医を始めとするコミュニ

ティ・サポートに対する家族介護者のとらえ

方に関する質的研究が報告されている 4)。在

宅（自宅）で亡くなった患者の終末期をケア

した家族介護者を対象とし、死後 6～24 ヶ月

後、半構造化インタビューを実施した。家族

介護者が在宅看取りに対して「より有意義な

体験」を抱けるのかどうかは、家族介護者の

人数を最小限とすること、サポートのマンパ

ワーの継続性を保証すること、ケアに関する

情報などを最大限強化することによると示さ

れた。多職種スタッフの関わり具合および能

力の差によって、ケアの質にも大きな個人差

が存在することは明らかであり、家族が在宅

での介護を達成することを前提とした終末期

政策に大きな課題が残る。 

実際、訪問看護の利用人数と自宅死亡の割

合を見た報告があるが 5)、都道府県別にみた

高齢者人口千人あたりの訪問看護利用者数に

は約 4 倍の開きがあり、（最多は長野県、最小

は香川県）、高齢者の訪問看護利用が高い都道

府県では、在宅で死亡する者の割合が高い傾

向にある。  

 

【D. 考察】 

地域包括ケアシステム構築を各自治体にお

いて展開することが国の方針として定められ、

在宅医療自体もかなり底上げされ、在宅医療

介護連携推進も数年前よりも各地域で進捗を

遂げていることは間違いない。在宅での看取

りが徐々に増えてくるにつれ、介護者の疲弊

も含めた家族の介護力不足から、在宅療養を

結果的に断念せざるを得ない事例も増え、必

然的にレスパイトケア（介護者を一時的に一

定期間、介護から解放すること）の需要も高

まり、同時にその重要性を認識されるように

なった。また、在宅での終末期医療の中で国

民における「看取りの文化」も大きく変わっ

てきたことも明白である。昔は在宅での死が

一般的であった時代があった訳だが、現在で

は穏やかな自然死でさえ多くの日本人は経験

も薄いと同時に、嫌がる頻度も多い。わが国

の国民のおける「看取りの文化」を改めて再

考することが必須と思われる。死は生の延長

に存在することから、（過剰な）医療介入は避

けなければならず、その必要性は限られるの

が当たり前である。在宅療養の場面において、

緩和ケアや終末期ケアを適切に実施すれば、

最期は家族だけで迎えられることを再認識す

る啓発も根強く行っていく必要もある。 
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